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論文の内容の要旨

(自的)

選択肢を他者から割り当てられた場合に比べて、自ら選択した場合には、選択した項目の記憶保持が優れ

ることは「自己選択効果Jと呼ばれている。本研究では、記憶の自己選択効果の生起メカニズムを検討する

とともに、記銘時に効果的な処理モデルを提案することを日的とした。

(対象と方法)

実験参加者はすべて大学生または大学院生であった。実験 lから実験 11までの実験手続は基本的には選

択段賭とテスト段階より構成された。選択段階では複数の項日を選択肢として提示して、実験参加者自身に

1項目を選択するように求める自己選択条件か、あらかじめ実験者が指定した 1項目を選択するように求め

る強制選択条件の各試行を繰り返した。テスト段階では、選択段階で提示された選択項昌や非選択項目の再

生や再認を求めた。選択における判断基準を様々に操作することで、自己選択効果が生じる要因を検討した。

(結果)

実験 1~4 では、強制選択条件と比較して、自己選択条件において全ての選択肢項目に注意を向けること

が自己選択効果の室接的要因ではない可能性を示した。実験lでは選択項目への視線が停留する時間の長さ、

実験 2・3では注意が向けられる項目間の音頭的・意味的関連性の強弱の操作から自己選択効果の生起との

関係を検討したが、し、ずれも直接的要因ではなかった。さらに実験4では選択項目への注意の配分ではなく、

注意を向けた項目の比較が選択項自の再生促進に関与することが示された。

実験5・6では、自己選択条件における比較の過程で選択肢項目が意味水準で処理されることが自己選択

効果の必須条件ではないことが示された。また、実験7・8では、自己選択条件において選択肢の項目を共

通の基準に照らし合わせて比較する際に、項目間を結びつけて関係構報を符号化することそのことが、自己

選択効果の十分条件ではない可能性が示された。 選択項目の再生に非選択項目を手がかりに利用できるか否

かにかかわらず、自己選択効果は同等に生じた。

実験 9~ 11では選択項目と非選択項目の相違を見出す示差性処理により自己選択効果が説明される可能

性が支持された。自己選択条件において選択肢項目の相違的特徴が見出されたとしても、それらの特徴が似
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たような検索候補項自の中から選択項百だけを特定するために十分でなければ自己選択効果は生起しにくく

なった。

(考察)

偶発学習事態で生じる自己選択効果の説明として、従来結合処理説・多重手がかり説・統合仮説等が提案

されてきたが、実験 1~ 11までの結果から、示差性処理による新たな説明を提案した。示差性処理による

説明では自己選択条件の比較過程において、ある特定の項目を選択するためにその他の項目とは異なる特徴

を見出す示差性処理が行われる、と想定する。その特徴を検索時に利用することで、標的の項目だけを特定

することができ、比較の必要のない強制選択条件に対する記憶再生の増強がもたらされる。

審査の結果の要冨

本論文で取り上げられた自己選択効果は、現象としては Perlmuterらが 1971年に報告しており、その後、

高橋(1989)に命名され、いくつかの研究グループにより断片的にその生起要因についての検討がされてい

る。本博士論文は想定される要因を系統的に丁寧に検討し、選択項目への注意、選択項目の処理水準、選択

肢間の関係性処理の要因を排除し、自己選択効果が選択項目の示差性処理によって生起している可能性を新

たに示唆できた点が高く評価できる。また、記銘段階における示唆性処理による記憶の促進を体系的に検討

していく課題として、選択課題にかかわる変数(選択肢の数や選択基準)を操作できるという点で、選択課

題を使用することの有効性を示すことにもなったことが、記憶研究全般の発展にも寄与している点も高い評

価に値する。

平成 25年 1月31呂、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、

関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。

よって、著者は博士(心理学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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